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独立後インドの経済思想（３）

－Ｖ､ＫＲ.Ｖ､ラオとケインズ経済学の

インドへの適用可能性一

絵所秀紀

はじめに

ＶＫＲＶ・ラオ（VijayendraKasturiRangaVardarajａＲａｏ）ほど，

数多くまた幅広くインド知識人階層からの尊敬を集めたエコノミストはい

ないのではなかろうか。1908年に生まれ９１年に８３歳で天寿をまっとうし

たが，その間もまたその後もラオに対する高い評価はゆるぐことがない''１．

ラオは独立後インドの経済運営一「研究組織の創立者，アカデミシャン，

教育者，政治活動家，インド政府の顧問にして行政官」（Mishral99a

pxiii）－の中心軸に位置していた。「公的生活」に一生を捧げた人生であっ

た。またラオほど「インド的」なエコノミストも見当たらない(２１・西欧の借

り物としてではなく「インドの経済学」を目指した彼の姿勢は，マハラノ

ピス，ガドギルと並んでその後のインド経済学の発達だけでなく，インドの

｢経済学者のあり方」を決定的に方向づけた。ラオの人生は，経済学者なら

｢かくありたい」という一つの理想型を示している。ラオがわれわれを惹き

つけてやまないのは，生涯を通じてインドの理想的な国民経済建設を追求

するという精神が流れているからである。彼の影響なくして，ラージ（KN

Raj)，セン（AmartyaSen)，チャクラヴァルティ（SukhamoyChakrava

rty)，バグワチ（JagdishBhagwati）といったインドを代表するエコノミ

ストたちの仕事は生まれなかったかもしれない（Mishral996,pl60)。
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1．その人柄と経歴

はじめにおおむねキラン・ミシュラの「ラオ伝』（Mishral996）によ

りながら，簡単に彼の人柄と経歴を概観しておこう。

ラオは1908年生まれ１３１。ボンベイ大学で経済学学士号，修士号を得たの

ち1932年にケンブリッジ大学に留学した。トライポス（学部）の学生と

してであった。ボンベイ大学時代の教師はヴァキル（CNVakil）であっ

た。ヴァキルは，ラオがケンブリッジ大学のアンダーグラデュエイトの学

生になることに賛成しなかった。むしろロンドン・スクール・オブ・エコ

ノミクス（LSE）の博士過程に進学することを希望していた。しかしラオ

は「狭い専門的な知識」を得るよりも「経済の理論と分析の信頼できる訓

練」を受けたいとの考えをもって，ＬＳＥの博士過程にではなくケンブリッ

ジ大学のトライポス過程に進学した。

トライポス時代のスーパーヴァイザーはモーリス・ドッブ（Maurice

Dobb）であった。ラオはアンダーグラデュエイトの学生であったが，ケ

インズが毎週月曜日夜にキングス・カレッジで主催していた「政治経済ク

ラブ」への出席が許されていた。「政治経済クラブ」の常連たちは，リチャー

ド・カーン（RichardFKhan)，ジョーン・ロビンソン（JoanRobinson)，

デニス・ロバートソン（DennisRobertson)，オースチン・ロビンソン

(AustinRobinson)，コーリン・クラーク（CollinClark）であった。ト

ライポスを終えたのちただちに博士課程に進み，コーリン・クラークの指

導下でインドの国民所得に関する論文を仕上げ（｢英領インドの国民所得，

1931-32年｣)，３７年に経済学博士号を得た。博士課程時代の仲間には，ア

レック・ケアンクロス（AlecCairncross)，ハンス・シンガー（Ｈａｎｓ

Singer)，ワルター・サラント（WalterSalant）がいた。とくにケアン

クロスとは終生かわらぬ友好関係を築いた。

インドには３４年に帰国した。カルナカタ・カレッジついでアンドラ大
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学の副学長，そしてアーメダバードに新設されたカレッジの学長を５年間

勤め（37～42年)，４２年６月にデリー大学経済学部の最初の教授として迎

えられた。しかし間もなくラオは，デリー大学に籍を置きながら，インド

政府食糧局の統計部長（実質的な経済顧問）に転出し，このポストを３年

勤めた。また４７年には国連経済開発サブ委員会（UNSub-Commission

onEconomicDevelopment）専門家に任命された。ハンス・シンガーの

推薦によるものである。国連職にあった時，ラオは譲許的援助システムを

提案した。後年世銀のIDA（第二世銀）および国連開発計画（UNDP）

として結実したアイデアである。この間の事,情はシンガーが詳細に語っ

ている。ラオは世銀借款とは異なった，贈与あるいは高い譲許性をもち

プロジェクト借款に限定されない援助制度が必要だという考えを実現する

べく，国連経済開発機関（UNEconomicDevelopmentAdministration：

UNEDA）設立構想を提案した。しかしたまたまＵＮＥＤＡという名前の

ビスケットがあったために，間もなくこの構想は国連特別経済開発基金

(SpecialUnitedNationsFundforEconomicDevelopment:ＳＵＮFED） 

案として引き継がれた。ＳＵＮFED案に対しては，世銀サイドから激しい

批判の声があがった。この案は「自由世界を弱める反逆的なもの」として

弾劾され，しばしばラオやシンガーたちは「アウトカースト」として処遇

された（Singerl979;Singerl984)。５０年代後半になって譲許的援助に

対するアメリカ，イギリスの反対がなくなるにつれ，世銀総裁のユージン・

ブラックは態度を「180度転換」して，国連にではなく世銀にIDAが設

立されることになった（Mason＆Asherl973,ｐｐ,380-389,566-579)。

ラオに対して，この頃ＩＭＦからバンコクに新設されたオフィスでの所

長にならないかとの誘いがあった。しかし結局ラオは，「あまりにも報酬

が良すぎる」という理由でこの誘いを断り，デリー大学に戻った。「良心

の声」に耳を傾けることが必要だ，という判断によるものである。デリー

大学に戻ったラオは，４７年にデリー・スクール・オブ・エコノミクス

(DSE）を設立した。ＤＳＥスタッフでラオの後輩にあたるＰ.Ｎダールの
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回顧によると，ＤＳＥ設立にかけるラオの意気込みは「とり付かれた人」

のようであった。ＤＳＥを「5年以内にロンドン・スクール・オブ・エコ

ノミクス（LSE）のようにする」という「気違いじみて突拍子もない

(wildlyextravagant)」考えを実行にうつそうとしていた。ＤＳＥ設立当

時，デリー大学の経済学担当教授はラオただ－人という状況であった。ラ

オはかねてから「発電所」とあだ名されていたように，きわめて精力的な

人間であった。若い時から国民会議派の熱心な支持者であって，折り紙つ

きのナショナリストであった。ＤＳＥ設立にあたって，ラオは国際レヴェ

ルの教育機関であると同時に研究機関をも目指していた。ラオはＤＳＥを

デリー大学の一部として位置づけることを嫌い，大学補助委員会（Uni‐

versityGrantsCommission）から財政的に自立した教育・研究機関とな

ることを目指した｡しかし若手教員の賛同を得ることができなかった。彼

らはラオの主張する「自立」とはラオの「独裁」を意味すると考えたため

である（Dharl995)。結局ラオの意見は支持されず，ＤＳＥはデリー大学

の－学部となることになったＭ１。

５７年にラオはデリー大学副学長になった。そして58年にデリー大学キャ

ンパス内にＤＳＥとは独立した研究組織として経済成長研究所（Institute

ofEconomicGrowth）を設立し，６３年まで所長を勤めた。

６３年から６６年にかけては計画委員会委員を勤めた。その後６７年の総

選挙でラオは政治家に転進した。そして67年から７１年にかけて，インディ

ラ・ガンジー内閣の下で運輸・船舶大臣および文部大臣を歴任した。最初

の閣僚任命にあたって生じたドタバタ劇は，ラオの一面をよく物語ってい

る。ラオは閣内大臣に任命されることを信じて疑わなかったが，しかし閣

僚名簿に彼の名前はなかった。この時のラオの落胆ぶりは相当なものであ

り，その姿は「だだっ子」のようであった。入閣セレモニーが開かれる曰

の朝になってようやくインディラ・ガンジーからの電話があり，ラオは商

業大臣への入閣を要請された。間もなくインディラ･ガンジーの秘書から

の電話があり，ラオが要請されたのは商業大臣ではなく鉄鋼大臣であるこ
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とを告げられた。ただちに入閣セレモニーに駈け付けたラオは，その場で

再度彼が任命されたのは鉄鋼大臣ではなく運輸・船舶大臣であることを告

げられたという。ラオは船舶・運輸についてはまったく知識がなかったが，

喜んでこの人事を受け入れた。このエピソードは，ラオの負けず嫌いの面

とインディラ・ガンジーに対する無条件的な服従を良く伝えているように

思われる。

７１年の総選挙でラオは再び国会議員に選出されたが，ラオは議員にな

らずアカデミック・ライフに戻ることを選択した。７２年にはバンガロー

ルに社会経済変動研究所（InstituteofSocialandEconomicChange）

を設立し，７７年まで所長として勤務した。

なお終生ラオは，スワーミー・ヴィヴェカナンダ（SwamiViveka

nanda）とマハトマ・ガンジーに対する深い献身的愛１情を払いつづけた

(Mishral996,Ｃｈｌ３)'５１．ネルーに対しても尊敬の念を抱いていたが，そ

の第一の理由はネルーがガンジーの弟子であったという点にあった（Rao

l971a)。

2．理想主義的経済哲学

「経済活動のＩ性格と目的」（Raol943）と題するペーパーは，４３年１月

に行われたラオのデリー大学教授就任講義である。いかにもケンブリッジ

大学風の，そしてまたいかにもインド人らしいもので，ラオの「経済哲学」

を示したものである。ラオ自身の表現を使うならば，この講義は「社会主

義者の理想主義的基礎」（Raol964,piii）を述べたものであった。

ラオは，通常就任講義で取り上げられるテーマ「経済学の内容と範囲」

ではなく，「経済活動の性格と目的」というテーマを選択した。このテー

マ設定は，「実際の業務を処理するために必要な経済政策の基準を作る」

という実践的な目的を重視したためであった。ラオは当初から，「象牙の

塔」に立てこもる学者ではなく実践的な経済学者を目指していた。講義で
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は,「経済活動」の定義に関する従来の見解（AlfredMarshall,GCasse１，

Ｋ.Wicksell，JeremyBenthamLionelRobbins，EdwardCannan，Ａ、

CPigou,等がとりあげられている）をサーベイしたのちに，経済活動の

目的に関するこれまでの経済学者の基準あるいは概念一「最小の手段で与

えられた目的を達成する」－に賛成しないことが述べられている。彼が通

説に不賛成である理由は次の三点である。すなわち，(1)手段の希少性とい

う概念の基礎をなす含意の非現実性，(2)無制限の欲望という仮定の疑わし

い性格，(3)経済活動の目的を全般的な人間活動の目的と関連させることに

失敗していること，である。(1)｢手段の希少`性の仮定」は，生産手段が節

約（合理化）されるならば産出量が増加するだけでなく雇用も増加すると

いう仮定である。これは完全雇用の仮定以外の何物でもない。ケインズが

示したように，この仮定が誤っていることは明らかである。雇用は生活の

手段であるばかりでなく，それ自身が一個の価値である。経済原則を応用

することによって雇用が減少するならば，それは明らかに仮定に誤りがあっ

たということになると批判した。(2)｢無制限の欲望」の仮定はアカデミッ

クな観点だけから重要なもので，膨大な大衆にとってはまったく意味のな

い仮定であると批判した。(3)に関しては，そもそも「人間活動の目的」と

は何なのかを問う必要があると論じた。

ラオは人間活動の目的に関する要素には，(1)労働における芸術的要素

(個々人の創造的な衝動)，(2)労働における尊厳・自尊的要素，(3)労働にお

ける個性抹殺的要素，(4)労働における性格形成的要素，の四つがあるとし

た。経済活動は手段としてだけでなく目的としての'性格をあわせもってい

る。そして経済活動の目的は経済価値をもった交換可能な財とサービスを

確保することであるが，それは（a)経済財に対する社会の最小限の要求を

満たし，（b)生産における最小限の資源利用と無駄の回避を可能にし，（c)人

間の個性の発達を促進するような方法で行われるべきであると論じた。

「経済活動の究極の目標は人間の個性の発達である」という立場の表明

である。その上で，経済政策の判断基準として五点あげた。すなわち，（１）
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すべての経済活動は，人々に食糧，衣料，家屋といった最低限生活に必要

なものを提供すること，(2)完全雇用を確保すること，(3)快適で創造的な活

動を保証し，人々の個性の表現と実行を可能にする手段を確保すること，

(4)生産組織においては協同原理によって競争原理を置きかえること，また

所得分配の不平等は排除されるかあるいは大幅に引下げられること，(5)共

同社会による規制（communalregulation）を強め，経済活動をコント

ロールすること，である。最後に，経済学を「資本家とブルジョワ経済の

侍女」から解き放つことが必要だと結論した。

この講義の中で何度も言及しているように，マハトマ・ガンジーの影響

が強くうかがわれるものである。論調はあくまでも格調高く理想的であり，

しばしば空想的でもある。現在ではおそらくエコノミストの誰一人として

｢気恥ずかしさのために｣，このようなナイーブな経済哲学をストレートに

述べることはできないであろう。独立間近のインドを想定してはじめて，

これだけ格調の高い理想主義的な講義が可能になったものと思われる。し

かし注目すべきはすでにこの時点で，ベーシック・ヒューマン・ニーズ

(BHN）論が展開されていたことである(6)。また確かにラオの経済哲学は

あら削りであり空想的な面もあるが，経済活動の目的を問うことなくひた

すら技術論として高度に発達を遂げた経済学に対する鋭い告発であること

にかわりはない。後年アマルティア・センが『倫理学と経済学」（Sen

l987）でおこなった告発を想起させるに足る先駆的な業績である(7)。新古

典派経済学に対する根本的な不信感と市場メカニズムの限界に対する認識

を示したもので，独立後のインド経済学の底流を形成する考えが示された

講義である。

「経済活動の究極の目標は人間の個性の発達である」という考えは，そ

の後もラオの基本的な経済哲学を形づくることになった。６３年２月ジュ

ネーブで開催された「途上国における科学技術の応用」国連会議での報告

｢経済成長における人的要素」も，こうした考えの延長線上に位置づけら

れる（Raol963)･経済成長の源泉としての「人的要素（humanfactor)」
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の重要性に眼を向けたものである。

先進諸国の経済成長の歴史を振り返ってみると，人的要素の量的側面が

いかに重要であったかがわかる。しかしインドの事例を考えてみるとわか

るように，経済成長にとって膨大な人口は成長促進要因ではなく逆に成長

阻害要因になっている。人口数が生産の増加に結びつくためには「もっと

なにか」が必要であることは明らかである。インドにはこの「もっとなに

か」が欠けている。「もっとなにか」が物的な資本でないことも明らかで

ある。ここでラオが注目したのが「経済発展における人的要素」である。

ラオは，生産過程における人的要素の効率性を決定する四つの要素があ

ると論じた。（a)物的要素，（b)精神的要素，（c)心理的要素，（d)組織的要素，

の四つである。

第一は人間の物的な良好性（健全な身体）である。十分な栄養が得られ

なければ生産性は低くなり，その結果低所得になる。また低所得のために

十分な食糧を消費することができず，低生産性から抜け出られないという

悪循環がみられる。人間の効率性を改善するためには基礎的必需品

(basicnecessities）の役割をしっかりと認識することが必要である。ま

た「より多くの良好な食べ物，良好な家屋，病気の撲滅，公的健康施設の

設置，労働者の健康なからだは，ただ単に効率の結果として生み出される

ものでなく，効率の決定要因でもある｣。したがってこうした項目に対す

る支出はただ単に消費としてではなく，投資として処理されるべきである

とした。

第二の精神的要素（mentalfactors）という言葉でラオが意味したこと

は，「技能の状態」である。経済成長にとって技能労働が決定的に必要だ

という考えを示したものである。そして技能は教育と訓練によって決定さ

れるので，「人的資源計画（manpowerplanning)」と「調査・革新（re‐

searchandinnovation)」に力を注ぐことの必要`性を訴えた。

第三の心理的要素でラオが強調したのは，「動機（motivation)」と

｢誘因（incentive)」の問題である。人間のやる気（動機）を引き起こす
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のは，「より高い生活水準に対する欲望」である。しかし途上国の人々の

多くはより多くの財・サービスを欲せず，自らの運命に満足している。こ

の「悲しむべき満足（patheticcontentment)」は，社会的・宗教的構造，

伝統的価値観と文化の型，自然の支配的な役割等々，人間のコントロール

が及ばない諸要素に起因するものである(8)。人々の「悲しむべき満足」を

打破しやる気を引き起こすためには，教育，実例による説明，制度の変更，

自然を統御しうる条件の整備等が必要であるとした。

さらに経済成長はより高い所得とより良い生活水準に対する欲望だけで

は不十分で，「所得の向上が努力の向上の結果であるという信念」を確立

することが必要だと論じた。そのためには「新しい労働誘因の制度」を作

り出す必要があるとした。

第四は「組織」の問題である。ラオは「組織」という言葉に，人的要素

の最適配置をもたらす技能あるいは機構という幅広い意味を込めた。具体

的には職業ガイダンス，雇用調整，訓練，新規労働雇用，昇進，人間関係，

経営などである。

ラオは以上の点に追け加えて，人口増加をくいとめることの必要性（産

児制限）および近代化と生産増加の恩恵を受けられない「社会の弱小部門

(theweakersectionofthecommunity)」に対して特別の配慮をするこ

とが必要であるとした。

最後にラオは次のように述べた。すなわち，「人的要素はただ単に生産

の決定要因ではない。人間はまた生産の目的でもある。…経済的人間

(economicman）は全体的人間よりもはるかに小さい。専門的経済学者

および計画実施者を含むわれわれすべての人が興味をもつべきものは全体

的人間である。…経済発展は目的を達成するための－手段でしかないこと

を忘れるべきではない｣。

ラオの言説が国連の理想主義と歩調を合わせていることがわかる

(Singerl979)。読者は，ラオの言説が１９９０年から公刊されはじめた国

連開発計画の『人間開発報告』（ＵＮＤＰ1990）のメッセージと寸分と違
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わない点に，驚かれるかもしれない。ラオが「人的要素」と呼んだものは，

セオドア・シュルツが「人的資本（humancapital)」（Schultzl961）と

呼んだものと比べると，はるかに広い概念である。しかし両者ともに，物

的資本の蓄積が経済発展をもたらすと想定した初期の構造主義的な開発経

済学に対する批判であって，その意味では同時代者としての共通項があ

る(9)。またインドの計画化という文脈で考えるならば，ラオが重視した論

点はマハラノビス・モデルで欠落していた部分を埋める役割を果たしたと

言えるであろう。ラオは，経済開発を人間開発というトータルな過程の一

部として把握していたCO)。

彼の理想主義は「経済的ユートピア」の考察で頂点に達しているように

思われる（Raol961)。ラオによると，「ユートピア」が「天国」と違う

のは，天国は死後にのみ到達できるのに対しユートピアはこの世で実現で

きる点である。ラオは，経済的ユートピアが実現可能であると信じている

と述べた。そこでは，「すべての活動は捧げられるものとなり，労働は愛

となり，社会は各人の能力と各人の必要による原理によって支配されるよ

うになる｣。

ここで語っているのはもはやエコノミストではなく，宗教的指導者ある

いは人生の教師（ヒンディー語で言うところの「グル｣）である。ラオが

多くのインド人を惹きつけたのは，エコノミストとしてだけでなくそれ以

上に精神的指導者であったためであろう。

3．経済学者としてのラオの貢献

3-1初期の三論文

ラオの理論的貢献は，ケインズ経済学の発展途上国経済への適用可能性

を検討した点にある。５２年から５３年にかけて『インディアン・エコノミッ

ク・レヴュー（IndianEconomicReview)』誌に次々に発表した三つの

論文一「低開発経済における投資，所得および乗数」（Raol952a)，「完
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全雇用と経済開発」（Raol952b)，「低開発経済における資本形成のため

の財政赤字と価格反応」（Raol953）－がそれである。『インディアン・

エコノミック・レヴュー」はデリー・スクール（DSE）のジャーナルと

して５２年に創刊されたもので，ラオの意気込みが感じられる三論文であ

る。

とくに最初の論文「低開発経済における投資，所得および乗数」は，開

発経済学の歴史の中で古典的な位置を占めているものである。ラオが検討

したのは，ケインズの投資乗数理論の途上国経済への適用可能性である。

周知のようにケインズの投資乗数理論は，追加的な投資はその何倍もの国

民所得の増加をもたらすという仮説である。投資の増加（」I）と国民所

得の増加（」Ｙ）の関係を決定するものは限界消費`性向であって，（１）式

のようにあらわされる。

ｊＹ＝Ｍ１（１） 

この式でんが投資乗数であるが，

ｋ＝１/(１－c）（２） 

とあらわすことができる。（２）式のｃが限界消費性向である。（ただし，

ｃ＝」C/ｊＹ’である。（」Ｃ）は消費の増加分，（」Ｙ）は所得の増加分

である｡）

ケインズは，平均消費性向（＝Ｃ/Ｙ）は所得が大きくなるにつれて小

さくなると想定している。つまり所得水準が増大すると，増加する所得水

準を維持するためにはますます大きな投資増加が必要になる。途上国の場

合には，限界消費'性向はほぼ１であるので，そこではより大きな投資乗数

効果が働くことになる。つまりより少ない投資増加で完全雇用が達成され

ることになる。同時に途上国では平均消費性向も大きいので，総産出額に

占める投資勘定は小さい。したがって投資の変動が雇用の変動に与える影

響は小さいということになる。つまり社会が貧しくなればなるほど，完全

雇用の達成はより容易になり，純投資の変化によって引き起こされる雇用

の変動は小さくなるという「逆説的な」事態が生じるということになる。
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ラオの問題提起は，こうした結論はどうみてもおかしいというものであ

る。インドでもケインズ政策の有効’性が前提されて，財政赤字による貨幣

創造が計画に組み込まれている。公共投資の増加によって乗数効果が働き，

経済成長と完全雇用が可能になると想定されている。

ラオは，インドのような低開発経済の特殊性を考慮する必要があると論

じた。すなわち，低開発経済は，（a)資本設備が小〈また技術水準が低い農

業が支配的であり，（b)被雇用者数あるいは賃金雇用労働者数は相対的に少

なく，所得稼得者の多くは自営業あるいは家族企業の範囑に属し，（c)国民

生産の相当の部分は市場向けではなく自己消費のために生産されている。

さてこうした状態で投資が増加したとする。ここでは，たとえ限界消費性

向が大きくても乗数効果は働かない。何故か。増加した需要が振り向けら

れる消費財産業部門で，生産が拡大し雇用が増加しないからである。何故

か。主要な消費財である食糧生産の「技術的｣性格」のためである。すなわ

ちインドのような低開発経済では，農産物の供給は短期的には極度に非弾

力的である。灌慨が発達していないために農業は天候によって左右され，

価格上昇に対する反応は鈍い。のみならず農産物の供給は非弾力的である

だけでなく，後屈的ですらある。付け加えて，利潤増加に対する農民の反

応も鈍い。価格統制と政府による農産物買い上げはともに，農民にとって

心理的なディスインセンティブとして作用している。また将来の農産物価

格に対する不確実`性も同様の方向に作用している。またたとえ農民側に生

産増加の意志があったとしても，それに必要な諸設備がない。すなわち，

新規投資による所得増加は農産物の生産増加を伴わず，したがって所得乗

数は実質所得でみるよりも名目所得でみるほうがはるかに大きくなる。両

者が乖離する分は物価上昇となる。消費者としての農民の行動を考慮して

も，同じ結論が得られる。初期投資の結果，農民の貨幣所得が増加すると，

その多くは消費財に費やされる。農民は自ら穀物の生産者であるので，自

らの食糧消費の増加は食糧の市販余剰の減少をもたらす。したがって非農

民は食糧を得るためにより高い価格を支払わなければならないということ
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になる。すなわち乗数効果は貨幣所得に関しては働くが，実質所得と雇用

に関しては働かない。

ラオは，ケインズの想定した投資乗数原理が妥当するためには次の四点

が仮定されなければならないと指摘した。すなわち，(1)非自発的失業，（２）

生産の供給曲線が右上がりであるような工業化された経済，(3)消費財産業

における過剰生産能力，(4)生産増加に必要な運転資本の相対的に弾力的な

供給，である。低開発経済ではこれらの諸仮定は妥当しないという結論で

ある。

第一に，インドのような資本設備が少なく技術知識が低い低開発農業経

済では，「偽装失業」が支配的である。偽装失業が支配的な経済では，乗

数効果は働かない。非自発的失業は，現行の賃金率で労働供給が弾力的で

あると定義されるものである。偽装失業はこの定義にあてはまらない。ま

ず，偽装失業者には自らが失業しているという意識がない。また，彼らは

現行の賃金率で雇用された場合に得られるであろう満足感をすでに得てい

るからである。したがって現実的には完全雇用に類似した経済状態でケイ

ンズ政策を施すことになる。

第二に，低開発経済の農業的性格によって生じる困難がある。そこでは

食糧供給が非弾力的であるために，実質所得よりも貨幣所得のほうが，ま

た生産よりも価格のほうがより早く上昇する。そのため貯蓄増加は投資増

加に追いつかない。財政赤字によって支持された投資効果は工業経済に比

較してはるかに弱い。

上記の結論は低開発経済の組織的な性格によって一層強められる。そこ

では家族企業（householdenterprise）が支配的であり，市場向け生産よ

りも自己消費向け生産のほうが大きい。したがって所得が増加すると自己

消費需要が大きくなり，市販余剰が減少する。他にも消費財産業に過剰生

産能力がないこと，さらに運転資本の供給が非弾力的であることも，完全

雇用状態に類似した経済環境をつくることになる。

では低開発経済に適合的な開発戦略はどのようなものなのか。ラオによ
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ると，それは古典派経済学によって提出された政策，すなわち「より多く

働き，より多く貯蓄する」という政策である。

つづいて発表された「完全雇用と経済開発」および，「低開発経済にお

ける資本形成のための財政赤字と価格反応」論文は，基本的に「低開発経

済における投資，所得および乗数」で述べた見解を，やや異なったテーマ

から再説したものである。上記の紹介から明白であるように，ラオの認識

はアーサー・ルイスやラグナー・ヌルクセのそれとほとんど同じである。

ルイスによれば，ケインズ経済学は短期理論であり，「余剰労働をそなえ

た諸国の観点からすれば，ケインズ経済学は新古典派経済学の注の一つに

しかすぎない｣。したがって人口過剰な発展途上国経済の研究者は「古典

派経済学へ舞い戻る」ことが必要だ，と論じた（Lewisl954)。ヌルクセ

もまた，途上国での問題は貨幣需要の不足ではなく実質購買力の不足であ

り，したがってケインズの有効需要の不足論は妥当性がなく，古典派経済

学のほうがより妥当性があると論じた（Nurksel953)。三者ともに，「偽

装失業」こそ途上国経済を特徴づけるものだという認識を前提にしていた。

｢偽装失業」は，５０年代に支配的であった開発経済学の中心仮説である。

ボンベイ大学のヴァキルーブラマナンダも偽装失業の存在を前提して，

｢消費乗数」仮説を展開した（Vakil＆Brahmanandal956;絵所1999b)。

マハラノビス・モデルに対する対抗案として提出された彼等の仮説は，賃

金財（食糧）の不足によって工業化が頓挫する可能性を示唆したものであっ

た。彼等の仮説がラオ論文によって示唆されるところ大であったことは，

容易に想像できる。しかしヌルクセと同様に，ヴァキルーブラマナンダが

｢偽装失業」を社会の「潜在貯蓄」とみなして「消費乗数」論を展開した

のに対し，ラオには「偽装失業＝潜在貯蓄」という認識はない。ラオの議

論はヌルクセよりもはるかにルイスに近い。ラオが強調した点は，貯蓄な

くして投資はまかなえないという簡明なものである。ケインズが想定した

社会は「供給過剰」状態にあったので有効需要拡大策は需給均衡をもたら

すものとして作用したが，低開発国は「供給不足」状態にあるので有効需
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要拡大策はますます需給の不均衡を拡大しインフレを呼び起こすだけだと

いう認識である。そして供給不足および非弾力的供給は伝統的な農業構造

によって規定されているという考えである。こうした認識から論理的に抽出

されるありうべき政策の第一は「農業改革」であり，工業化のありかたで

はない。その意味でラオの議論はヴァキルーブラマナンダ・モデルだけでな

く，マハラノビス・モデルに対する批判となっている。しかしラオ自身は

｢農業改革」に触れることはなかった。むしろ彼が強調したのは，伝統的農

民に対する教育の必要性である。あるいは教育を通じた労働生産性の向上

というアイデアである。ラオは「伝統的な農業構造」による発展の制約を

論じながら，農業構造そのものの分析には眼を向けなかった。あくまでも

彼が論じたのはマクロ経済的な問題であった。ラオ経済学の限界である。

五カ年計画との関係も微妙である。彼の説からすれば，財政赤字による

公共部門の資金調達はインフレ促進的であって，当然にも好ましくない選

択である。しかしラオは「大胆な計画」と呼ばれた第二次五カ年計画に，

ことさら反対したわけではない。また均衡財政が必要だと提唱したわけで

もない。財政赤字に関する第三論文「低開発経済における資本形成のため

の財政赤字と価格反応」（Raol953）ではどのように論じられていたのか，

みてみよう。

この論文のテーマは，経済発展という文脈の中で財政赤字問題を再検討

する－とくに財政赤字によって引き起こされる価格反応を分析する－とい

うものである。ラオによると，財政赤字の歴史的起源は戦費調達にある。

その結果当然のことにも財政赤字によるインフレ圧力に焦点が集まった。

その原因は戦費が非生産的な支出にまわされたからである。支出に伴う生

産と貯蓄の増加がなかったために，財政赤字によってインフレが生じたの

である。つまり財政赤字そのものがインフレの原因ではなく，支出の非生

産的性格および社会の労働と貯蓄が増加しなかったことがインフレの原因

である。これがラオの基本的主張である。

次にラオは，経済発展という観点から，インドのような低開発経済にお
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ける財政赤字問題を論じている。そこでは実質所得は小さく，消費性向は

大きい。また自発的貯蓄は純投資の増加をもたらすほどの水準にない。し

たがって実質所得は小さいままであり，経済停滞が生じている。経験的に

みて，自発的貯蓄を超えて投資率を引き上げる試みがなされる経済発展の

初期段階においては，政府によるものであれ民間企業によるものであれ，

通常は資本形成にともなって価格が上昇する。しかしインドのように通貨

の増発によって財政赤字がまかなわれる場合と，民間資本形成のために銀

行信用が拡大する場合とは，ともに通貨供給量（マネーサプライ）が増加

するという点では同じだが，インフレに対する可能性は異なっている。そ

の理由として，ラオは次の四点を指摘した。

（１）銀行信用の拡大は銀行の手持ち現金の大きさによって制限されてい

るが，通貨増発の場合には銀行システムに現金が追加されることにな

り，そのことによって一層銀行信用が増加する。したがって前者より

も後者のほうが通貨供給量は大きくなり，それだけインフレの危険が

高まる。

（２）銀行信用は，借り手が担保として提供する同等以上の資産に対して

なされる。また借り手は返済の義務を負うし，もし返済できなければ

借り手の資産は売却されることになる。これに対し政府が自らの証券

によって貨幣を創造する場合には（すなわちインド準備銀行に対する

短期大蔵省証券の売却)，はっきりとした返済の義務がない。さらに

価格を引下げることなく政府証券を一般公衆に売却することは困難で

あり，もしそうすれば利子率が上昇してその結果民間企業の発展が圧

迫される（いわゆる「クラウディング・アウト」である)。

（３）銀行信用の場合には，借り手は特定のプロジェクトを実行するため

に資金を借りる。それによって生み出される財あるいはサービスの売

却によって直接の収益が期待できる。プロジェクトが成功すれば，借

り手は銀行担保として提供していた自らの資産を売却することなく返

済可能になる。このようにして追加的な支出によって生み出された追
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加的な所得を吸い取る過程は自動的である。これに対し，政府によっ

て資金調達された開発プロジェクトはそうではない。例えば政府がイ

ンフラ建設をしたとする。これによって社会に生み出された追加的な

所得を回収するためには税金等に頼らなければならず，大きな困難が

ある。政府プロジェクトが失敗した場合には，相殺しうる賠償部分が

ないために結果的にインフレの可能性が高まる。

（４）きわめて注意深いプランニングと非常に誠実で能力のある行政がな

いならば，政府プロジェクトはより浪費的で非経済的になりがちであ

る。これによってもインフレの可能性が高まる。

つまり政府の財政赤字（貨幣創造）はインフレ圧力を高めるという結論

である。しかし同時にラオは，財政赤字の是非は「不可欠原則（theneed

ofessentiality)」に従うべきであると論じた。例えば国防のために財政

赤字に依存するようなケースである。彼によれば，財政赤字に対して頭ご

なしに反対するのではなく，「どの程度財政赤字に依存するか」というそ

の範囲を確定することが問われるべき問題である。財政赤字によってある

程度の物価上昇は避けられないが，問題はそれが一層の物価上昇をもたら

し（インフレ・スパイラル)，ついには通貨制度が機能しなくなるまでの

混乱をもたらすかものになるかどうかであると論じた。資本形成のための

財政赤字は必ずしもインフレをもたらすわけではなく，そうなるかどうか

は財政赤字と物価反応との関係に依存すると論じた。すなわち政府の投資

支出のあり方が物価の反応を決定するであろうという結論である。したがっ

てラオは，懐妊期間の短いプロジェクトおよび食糧のような賃金財の供給

増加をできるかぎり速やかにもたらすようなプロジェクトを優先するべき

であるとした。さらに可能な限り計画された輸入余剰によって価格に対す

る圧力を引下げる必要があるとした。

見られるように，ラオの議論はつまるところ一般論である。この論文で

は財政赤字（貨幣創造）を必ずしも否定しているわけではない。財政赤字

がインフレ・スパイラルをもたらすかどうかは様々な要因に依存している
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のであり，とりわけ政府の支出形態に大きく依存しているという議論であ

る。確かに一般論としてみれば，ラオの議論は誤っているわけではない。

しかし求められていたのは，第二次五カ年計画の策定という文脈における

具体的な政策指針である。第一論文「低開発経済における投資，所得およ

び乗数」で展開した悲観的な認識を前提すると，財政赤字に依存した開発

計画には展望がないという結論が得られるものと推測されるが，第三論文

の結論は必ずしもそうなっていない。第三論文での政策提言は，財政赤字

を是認した上で，「壊妊期間の短いプロジェクトおよび食糧のような賃金

財の供給増加をできるかぎり速やかにもたらすようなプロジェクト」を優

先すべきであるというものである。第一論文の結論とは，ややズレがある。

しかしいずれにしてもこの政策提言は，マハラノビスが提唱した資本財投

資優先論とは相容れない(u)。

インド政府は第二次五カ年計画の策定のために，１９５５年に著名なエコ

ノミストを結集した「経済学者パネル」を設置した（絵所l999a)。当然

ラオもメンバーの一人であった。パネルの副委員長はガドギル（D

RGadgil）であり，彼の名前で「経済学者パネルの覚書」が提出された

(その内容については，絵所1999a,参照)。またこのパネルにはマハラノ

ビスが「第二次五カ年計画（1956～1961）形成のための勧告草案」

(Mahalanobisl955）を提出した。マハラノビスは形式的にはパネルの

メンバーではなかったが実質的なメンバーとしてパネルに出席していた。

ラオもまたペーパーを提出している。次にその内容を検討しよう。

3-2「経済学者パネル」でのコメント

経済学者パネルには，デリー大学経済学部（DSE）から三人の教授す

べてが出席していた。ラオとラージ（ＫＮＲａｊ）およびガングーリ（ＢＮ・

Ganguli）である。ラージは，第一次五カ年計画の策定が終了した５３年

に，２９歳の若さでＤＳＥの金融論教授として迎えられたばかりの俊秀であっ

た（Dharl995)。ガングーリはＤＳＥ設立時点からのメンバーで国際貿易
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担当教授，ラオの後任として５７年からＤＳＥ学部長およびデリー大学副

学長を勤めた重鎮である(１２)。

それぞれが経済学者パネルに提出したペーパーは，ラオ「雇用形態と雇

用政策」（Raol955)，ラージ「投資規模とその含意」（Rajl955)，ガン

グーリ「大胆な計画の制度的含意，とくに中国の経験との関係で」

(Gangulil955）であった。

ラオのペーパーは，インドでありうべき雇用形態はどのようなものであ

り，そのためにはどのような政策が必要であるかを論じたものである。彼

は，若干の諸国における労働力の職業別分布を示して（表１参照)，次の

ように論じた。

（１）インドが先進国になるためには，職業パターンが大幅に変わらなけ

ればならない。

（２）農業に従事している労働力の比率は減少しなければならないし，工

業，建設業，運輸・通信部門に従事する労働力の比率が増大しなけれ

ばならない。

（３）ソ連を例外として，職業パターンには類似性がみられる。ただし農

業においてはイギリスの比率は例外的に小さく，日本のそれは例外的

に大きい。また工業においてはイギリスの比率は例外的に大きく，日

本のそれは例外的に小さい。しかしより興味深い点は建設業，運輸．

表１労働力の職業別分布

(％） 

インド

(1951） 

７１．９ 

９．７ 

１．０ 

１．５ 

５．１ 

１０．８ 

100.0 

農業

工業

建設業

運輸・通信部門

商業

サービス業

合計

58.0 

17.8 

３．５ 

５．４ 

4.4 

10.9 

48.7 

17.3 

４．０ 

５．０ 

11.8 

13.2 

5.0 

43.1 

６．２ 

7.8 

14.1 

23.8 

19.4 

29.3 

６．６ 

7.4 

16.5 

20.8 

12.5 

30.6 

６．４ 

7.7 

19.0 

23.8 

１００．０100.0100.0１００．０100.0 
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通信部門では比較的相似的であるのに対し，商業およびサービス業で

は顕著な相違がみられるという点である。

（４）インドにとってもっとも関連性が高いのはソ連の経験である。ソ連

はインドと同様に工業化に着手した時期が遅く，大きな人口を抱えて

おり，計画経済を採用したためである。インドとソ連との相違は，イ

ンドのほうがより大きな人口を抱えていること，また議会制民主主義

を採用しているために民間部門の果たす役割が大きいことである。

ついでラオは雇用パターンの変化を論じるには，長期的な視点と短期的

な視点とを峻別する必要があるとした。「長期」とは四つの五カ年計画期

を意味する。すなわち目標年は1971年である。また「短期」とは第二次

五カ年計画期を意味する。すなわち目標年は1961年である。ラオは，７１

年時点での目標雇用パターンを掲げている（表２参照)。

表２では，５１年のセンサスをベースにして，７１年の人口は４億5,850

万人と推計されている。また第二次五カ年計画開始年の雇用パターンは

51年と同様であり，労働力は全人口の４０％と設定されている。表２によ

ると，15年間に4,100万人の追加的な雇用機会が生みだされる必要がある

ということになる。ラオによると，この推計は最善の推計である。所得は

どうなっているかというと，５６年～71年にかけて125％の増加（年率で８

％の増加）が見こまれている。５６年と比較して７１年では，農業および農

表21971年時点での雇用パターンの推計

二１１｢=ilTT鶚ilJii
1956年 1971年

農業

工業

建設業

運輸・通信部門

商業

サービス業

合計

109.0 

１４．７ 

１．５ 

２．３ 

７．７ 

１６．４ 

71.9 

９．７ 

１.Ｏ 

Ｌ５ 

5.1 

10.8 

112.0 

３１．０ 

６．０ 

７．０ 

１２．０ 

２５．０ 

58.0 

16.ｌ 

ａｌ 

３．６ 

6.2 

13.0 

０
３
５
７
３
６
 

●
●
●
●
●
●
 

３
６
４
４
４
８
 

１
 

１５１．６100.0193.0100.0４１．４ 
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業関連からの所得は70％の増加，工業からの所得は300％の増加，建設業

からの所得は500％の増加，運輸・通信部門からの所得は300％の増加，

商業からの所得は200％の増加，サービス業からの所得は150％の増加が，

それぞれ見こまれている。

また６１年を目標年とした「短期」の推計では，1,070万人の新規雇用が

見こまれている。そして雇用問題を論じるには，以下の諸点に留意すべき

であると論じた。

（１）雇用機会を見出す過程では資本形成が行われるし技術知識も増大す

るので，すでに雇用されている労働者の生産'性が上昇する。したがっ

て，雇用政策は生産性の上昇という観点から採用されるべきである。

（２）雇用政策で考慮すべきは労働供給の組織化である。“National

LabourForce,，や“NationalLabourCamp”を創設して，ここに労

働力を組織化し，インフラ建設に従事させたり，訓練計画を行ったり

する必要がある。

（３）民間部門での雇用促進政策が必要である。労働集約的な産業が望ま

しい。

（４）季節労働やパートタイムを促進するためには，地域プロジェクトを

促進する必要がある。

ラオの結論は，「経済発展の主要目的は生産性の増加であり，雇用創出

は経済発展の不可欠の原因ではなく，むしろ経済発展の副産物である」と

いう点にあった。

ラオのペーパーはやや期待はずれの感があるもので，ここでは上で紹介

したケインズ経済学の適用可能性に関する議論はまったくみられない。彼

が経済学者パネルでどの程度貢献したのか，あるいはどの程度影響力をもっ

たのか，このペーパーから読み取ることはできない。

3-3「インドの国民所得」研究

ラオの学問的貢献の第一にあげられるものは，言うまでもなくインドの
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国民所得に関する推計である。ケンブリッジ大学時代に『インドの国民所

得に関する試論-1925年～29年」（Raol936)，および経済学博士号取得

論文『英領インドの国民所得，1931年～３２年』（Raol940）の二冊を出

版していたが，それ以降もラオはインドの国民所得推計に関心を抱きつづ

けた。しかしインドに帰国してからというものは多'|亡な公的生活に没頭し

つづけたために，なかなか国民所得研究を続行することができなかった。

71年に国会議員を辞してからラオは72年にバンガロールに新設した社会

経済変動研究所長となったが，その頃からようやくアカデミック・ライフ

に戻ることができるようになった。1980年に発表された論文「貯蓄，資

本形成，および国民所得」（Raol980)，およびそれを拡充した著作『イ

ンドの国民所得，1950年～1980年』（Raol983）は，およそ年齢を感じ

させない画期的な業績である。

７０年代後半にインド経済は大きな転換点を迎えた。貯蓄率，投資率と

もに大きく増加しただけでなく，慢性的な食糧不足および外貨不足問題も

解決したかに見えた。それにもかかわらず，成長率は顕著に上昇すること

なく貧困問題も失業問題も改善するきざしをみせなかった（絵所１９８８；

絵所1991，第２章)。「インド経済の謎」と呼ばれる状況が現れたのであ

る。ラオ論文（Raol980）はこうした新たな経済状況を視野におさめて，

書かれたものである。「貯蓄と国民所得」および「資本形成と国民所得」

という二部からなる論文である。順次その内容を紹介しておこう。

まず「貯蓄と国民所得」について，ラオは以下の諸点を指摘した。

（１）経済計画の当初から，インドでは貯蓄と資本形成が経済成長と国民

所得増加の主要な道具として強調されてきた。それと同時に不平等の

是正，雇用の増大，貧困の撲滅という目的が強調されてきた。必要と

される生産量を決定する要因は資本形成であり，資本形成は適切な貯

蓄量によって支えられなければならないと考えられた。貯蓄の増加が

資本形成の増加をもたらし，資本形成の増加がさらなる貯蓄の増加を

もたらし，それがさらに資本形成を増加させるという考えに基づいた
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開発戦略が策定された。しかし経験によって経済成長それ自体では経

済厚生の増加に結びつかないということがわかったので，経済厚生の

増加をもたらすようなタイプの開発戦略への転換が生じた。とはいえ

経済成長は依然として経済厚生増加にとって不可欠の条件であり，貯

蓄と資本形成は必要とされる生産増加と経済成長にとって決定的な要

因であると考えられてきた。

(2)７５年度，７６年度の２年間，国内貯蓄は純国内資本形成よりも速や

かに増加し，明らかにインド経済は国内資源によって投資を一層増加

させうるだけのゆとりある状態を示している。このゆとりある状態は，

食糧という形での膨大な賃金財ストックの蓄積，および在外インド人

からの送金と輸出増加によって貯えられたかってない高水準の外貨準

備，という事実によって一層強化されている。

(3)こうした現状況は逆説的なものである。すなわち，経済は高貯蓄率

を達成したにもかかわらず，依然として貧困と失業は増加している。

貯蓄率は中位工業国の水準に近づいているにもかかわらず，成長率は

それらの諸国の成長率にはほど遠い。

(4)貯蓄率が増加しているにもかかわらず，貧困ライン以下の人口が増

加している理由は，（a)貯蓄性向の大きい高所得グループの手に帰する

貨幣所得が増加したこと，（b)家計部門からの税収とその他経常歳入か

らファイナンスされる政府部門の貯蓄が増加したこと，（c)家計部門か

ら法人部門への金融資産形態での貯蓄移転が増加したこと，（d)富裕な

家計の実物資産が増加したこと，である。

(5)インドが現在採用している貯蓄政策は，経済的な平等を伴うもので

はない。このことが高貯蓄率を達成しているにもかかわらず，貧困ラ

イン以下の人口が増加していることの原因である。インドが採用して

いる政策は，貯蓄・投資の両面であまりにも公共部門に大きく依存し

ており，そのために高経済成長が達成できず，経済的平等も達成され

ず，庶民は言うに及ばず富裕な市民の生活水準や生活の質も改善され
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なかった。

つづいて「資本形成と国民所得」について，ラオは以下の諸点を指摘し

た。

（１）中央統計局（CSO）の資本形成に関するデータは資本の機能的概

念に基づいたものであり，実際には長期耐久消費財である住居用建設

が含まれているが，住居用建設以外の耐久消費財は含まれていない。

在庫は伝統的に資本に含まれている。しかし所得創出のために必要と

される在庫の機能的役割は原料，半最終製品，最終製品および生産者

財，消費者財といった在庫の構成に依存している。しかしＣＳＯはこ

れらのデータを作成していない。またＣＳＯは建設，機械・設備，在

庫変動といった部門別構成を採用しているが，建設と機械・設備は灌

慨・道路・橋等のプロジェクトの建設労働を別にすると，同様の機能

を果たしているわけではない。機能的観点から見ると，資本は固定資

本形成を含むだけでなく，運転資本（賃金財，生産投入財，短期信用

の供与）をも含んでいる。さらに粗資本形成と純資本形成に関する問

題がある。補修・維持費は経常支出として取り扱われるが，減価償却

は粗資本を純資本化する際に資本消費として取り扱われる。また

ＣＳＯは資本ストックに関するデータを公表していないが，これがな

いと資本産出高比率を算出することができない。限界資本産出高比率

は，過去の資本蓄積あるいは異なった資本の懐妊期間を考慮していな

いので，同様の目的には使用できない。

（２）限界資本産出高比率のトレンドをみると，５０年代のそれは６０年度

固定価格表示でみても，経常価格表示でみてもほぼ同じであるが，６０

年代になると固定価格表示のほうが経常価格表示よりも遥かに大きく

なり，７０年代にはさらに差が開いた。これはインド経済発展のイン

フレ的性格を示すものである。また過去30年間に固定価格表示での

限界資本産出高比率の平均値が上昇したが，これは増加資本の生産性

が低下したこと，あるいは資本の'懐妊期間が長期化したことを反映し
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たものである。また限界資本産出高比率の上昇は多くの分野で投資コ

ストが増加し，資本利用率が低下したことにもよる。

（３）しかし限界資本産出高比率は，所得創出における所得の役割を完全

に反映するものではない。平均資本産出高比率あるいは純国民所得に

対する年間純資本ストックの比率のほうが，所得創出における資本の

役割を示すより良い指標である。ＣＳＯはデータを公表していないが，

平均資本産出高比率は明らかに一貫して上昇傾向をたどった。また過

去30年間，固定価格表示でみた平均資本産出高比率と限界資本産出

高比率との差はますます増大し，後者は前者よりもはるかに高くなっ

た。

（４）経済成長と国民所得および生産性の上昇を決定するものは，実物資

本だけではない。インドのような国では，もっとも重要な要因は人的

資本形成である。そして技能と物的効率I性の創出という観点からみる

と，教育と健康が人的資本形成にとってもっとも重要な構成要素であ

る。

ラオの指摘一とりわけ「資本産出高比率の上昇傾向｣，すなわち生産性

の低下傾向一は，その後インド経済停滞の原因をめぐる論争において主要

な論点を形成することになり，やがてインド国内において「経済自由化」

を求める経済思想の台頭に結びつくことになった（絵所1991;絵所l997b；

Ahluwalial985;Ahluwalial991；Chakravartyl987，Ｃｈ５；Nayyared 

l994)。

4．インド経済とケインズ経済学

７９年に経済成長研究所（InstituteofEconomicGrowth）からラオの

70歳の誕生曰を祝った論文集が出版された（Ｒａｏ＆Joshiedsl979)。

注（１）で紹介したように，この論文集にはインド内外から鐸々たるメンバー

が執筆している。ここではラオ以降インド経済学会とインド経済政策の立
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案を担った傑出したエコノミスト，スカモイ・チャクラヴァルティの寄稿

論文「ケインズ，『古典派」そして発展途上経済」（ChakravartV1979a）

を中心に，インド経済とケインズ経済学とのかかわりかたを考えていきた

い。

チャクラヴァルティはまずケインズの貢献一方法論面での貢献，実質的

な経済分析面での貢献，政策処方菱面での貢献一を的確に要約したのちに，

はたしてケインズ体系は途上国経済にどのような「妥当性（relevance)」

をもつのかという問題設定をした。この問題設定は先述したように，かつ

てラオが「低開発経済における投資，所得，および乗数」論文で設定した

問題である。

チャクラヴァルティは，途上国経済を以下の四条件を満たす経済と定義

した。

（１）生産と雇用の上限を決定するものは利用可能な労働ではなく，「資

本ストック」である。

（２）経済は「経常消費」を超える「余剰」を生み出すことができるが，

一人当り生産量は生存維持に必要な消費量を大きく超えることはない。

（３）賃金雇用が存在するところでは，いつでも賃金契約は貨幣賃金で行

われる。

（４）賃金所得からの貯蓄はゼロである。しかしすべての利潤が必ず貯蓄

されるということはない。

上記の四条件が途上国にあてはまるとするならば，ケインズ経済学には

妥当性がないという結論が得られる。チャクラヴァルティによると，この

ことは次の四点を意味している。

（１）乗数は名目的な大きさ間の関係一すなわち，貨幣所得と貨幣で著さ

れた独立支出との間の関係一をあらわすものとして理解されなければ

ならない。

（２）短期での実質所得は投資支出の増加に応じて変化しない。

（３）消費'性向はきわめて高いので生産能力は完全利用される傾向があり，
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そのため物的資産の投資収益率はきわめて高くなる。

（４）貯蓄Ｉ性向を高める努力をしなければならない。なぜならば，そのこ

とによって速やかに失業者は「利益をもたらす（gainful)」労働に吸

収されるからである。

要するに，「ケインズから古典派経済学に舞い戻る」ことが必要だとい

う結論が得られる。これはラオが得た結論とほぼ同じであるが，ついでチャ

クラヴァルティはアーサー・ルイスの有名な論文「無制限労働供給の下で

の経済発展」（Lewisl954）に注目した。

よく知られているように，ルイス・モデルは開発という観点から読みな

おしたりカード体系の現代版である。しかしルイス・モデルでは収穫逓減

は本質的なものではないとされており，この点でリカード体系とは相違し

ている。またルイス・モデルでは労働供給は外生的なものとされているが，

リカード・モデルではそうではない。こうした相違を考えると，ルイスの

問題設定は古典派経済学とは明らかに異なったものである。ルイス・モデ

ルでは，資本蓄積が利潤率に与える影響は問題にはならない。ルイス・モ

デルでの最大の関心が払われている変数は，失業者が活動的な労働力に吸

収されうる率であり，この率は資本蓄積率に依存すると考えられている。

ルイス・モデルでは，賃金率が外生的に与えられるならば，資本蓄積率

は技術と貯蓄`性向によって決定されることになる。どのような賃金率の下

でも，もっとも高い利潤をもたらす利潤極大技術がある。すべての資本は

完全利用されると仮定されているので，利潤総額が計算できることになる。

賃金のすべてが消費され，利潤のすべてが貯蓄されると仮定するならば，

貯蓄は自動的に投資され資本ストックの増加となるので，資本ストックの

蓄積率が得られることになる。規模に関して収穫一定の生産関数の下では，

賃金率が一定である限り，利潤極大技術に対応した資本産出高比率は一定

にとどまる。すべての利潤は貯蓄され投資にまわされるので，利潤率は資

本ストックの増加率と等しくなる。もし労働力の増加が資本ストックの増

加を下回るならば，やがてすべての労働が完全雇用される「転換点」が訪
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れる゜この点から経済は異なったシステムに移行する。

以上がルイス・モデルのエッセンスである。このモデルに対して，チャ

クラヴァルティは次のようなコメントを加えている。ルイス．モデルは

｢規範的なものとして」説明されるべきである，あるいは「一定の歴史的

に観察された経験を説明する」ものとして理解される必要があるという点

である。しかし彼によると，ルイス・モデルで第一に重要な点は「賃金率

が利潤率を決定する」という点である。第二に重要な点はすべての貯蓄が

自動的に投資にまわされる，すなわち独立した貯蓄関数がないという点で

ある。すなわちルイス・モデルは供給志向モデルであって，実質生産を決

定するにあたってケインズの有効需要原理は妥当性がないことになる。

古典派経済学の諸前提は供給サイドにおけるものである。すなわち，（a）

実質賃金率は生存維持水準で一定に維持される，（b)生産物は同質的なもの

とみなされる，（c)集計的生産関数は規模に関して収穫一定と想定される，

である。(b)(c)の仮定を緩め，また実質賃金率をリカードが想定したように

｢穀物」で計測して一定とすると，穀物生産は収穫逓減に従うので，工業

部門の生産が規模に関して収穫一定であるとしても，経済制度の行動を決

定する重要な要素として工業製品と農産物の相対価格の変化を考慮しなけ

ればならないことになる。農産物の相対価格が上昇し，その結果工業部門

の実質賃金率が上昇し利潤率は低下する。ここで二つの可能性が生じる。

すなわち,（a)貯蓄率（投資率）が低下するかもしれない，（b)投資誘因が減

少するかもしれない。しかしその結果生じる経済停滞は古典派的`性格のも

のであって，ケインジアン型の停滞ではない。

ここまでの議論はルイスが展開した議論の要約である。つぎにチャクラ

ヴァルティは需要面に注意を向けた。ルイス．モデル＝古典派モデルでは

生産能力が完全利用されると想定されているために，需要面は無視されて

きた。しかし経験的にみると，生産能力の完全利用という想定は途上国の

場合ですらあてはまらないのではないか，というのがチャクラヴァルティ

の問題指摘である。彼は，途上国（インド）工業部門における生産能力の



独立後インドの経済思想(3) 6３ 

不完全利用の原因は「構造的性格」であるとして，二つの点を指摘した。

すなわち，（a)賃金契約は，途上国においても貨幣タームでおこなわれる，

(b)通常工業製品価格は「粘着的（sticky)」であるのに対し，農産物価格

は変動しやすい。その結果，農産物価格（とくに食糧価格）が上昇し，貨

幣賃金率が一定にとどまるとすると，食糧に費やされる賃金の割合が上昇

し，その他の財に費やされる購買力は減少する。その結果工業部門に「過

剰設備」が生み出されることになる。一方貨幣賃金率が上昇するならば，

一般物価水準が上昇して，「相対的に固定的な所得を受け取る人々」の購

買力が低下することになる。最後に，実質的に政府支出を維持しようとす

ると，多くの場合政府は中央銀行からの借り入れに依存することによって

購買力を創出しようとする。そうなると貨幣が増発され，その結果生み出

される「賃金一物価スパイラル」によって在庫投資の収益率が上昇し，さ

らなる生産能力の不完全利用がもたらされることになる。こうした問題は

｢ケインジアン的な性格」のものである。さらにケインズが指摘したよう

に，現代の経済では貯蓄主体と投資主体とが異なるという点を考慮するな

らば，経済発展のために貯蓄率を引き上げることが必要だと言うだけでは

十分ではない。投資環境が改善されなければならないし，「金融仲介」も

重要な論点となる。つまり企業の規模が小さくまた家族所有による企業を

想定して成り立っている古典派経済学の資本蓄積論は，現在の途上国経済

に対するモデルとしてはもはや妥当性がない，と論じた。

みられるようにチャクラヴァルティ論文は，ラオールイスによる古典派

的アプローチに対する批判を目指したものであった。さらに彼はこう続け

ている。すなわち，たとえ潜在的な供給増加がもたらされたとしても，相

対的な需要不足によって潜在的な供給増加が実現することなく所得分配の

歪みがもたらされうる。したがって経済発展にとって賃金財部門における

－人当り経済余剰の増加は決定的に重要であるけれども，その余剰が不必

要な消費や社会的に望ましくない資産追加に浪費されないような工夫がな

ければならない。「不確実な状況下での分権的な基礎に基づいて数多くの
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投資決定が行われる途上国における経済機構の機能」を理解するためには，

ケインズ経済学は多くの妥当性をもっている，というのがチャクラヴァル

ティの結論である('3)。

ラオ論文と比べると，チャクラヴァルティ論文の水準が格段とあがって

いることがわかる。その理由の一つは，いうまでもなく独立後インドエ業

化の経験である。ラオ論文が書かれた時には，チャクラヴァルティが指摘

したような「生産能力の不完全利用」あるいは「過剰設備」の問題は浮上

していなかった。またラオの時代に広く流通していた開発経済学では，古

典派的な供給制約モデルが支配的であった。貧しい諸国では，貧しいが故

に需要は無限にあると想定されていたのである。ところが実際に第二次大

戦後の途上国が直面した状態は，かつての古典派経済学が直面した先進工

業諸国の初期工業化段階の状況とは大きく異なっていた。古典派経済学が

想定したセイの法則は，ケインズ以降の先進工業諸国にあてはまらないだ

けでなく，途上国経済にもあてはまらない。途上国経済でも機械設備（固

定資本）は巨大になり，貯蓄主体と投資主体は別個の経済主体である。つ

まりケインズが想定したような経済機構は途上国にもみられる。途上国だ

からといって，小規模な家族経営を想定した完全競争型の経済機構を想定

することは誤りであるというのが，現実感覚に溢れたチャクラヴァルティ

の指摘である。

独立後インドのエコノミストたちが現在に至るまで追求してきた主要テー

マの一つは，「ケインズ経済学」と「構造主義的開発経済学」（絵所

l997a）との接点をどこに求めるべきかというものである(M)。後者のうち

インドで大きく注目されたのは，ラグナー・ヌルクセ，ローゼンシュタイ

ンーロダン，アーサー・ルイスの議論である。ラオと並んで注目に値する

初期の業績はダスグプタによる一連の論考である（Dasguptal965)。ダ

スグプタは1903年生まれで，ラオよりも５歳年長である(１５)。ボンベイ大

学のヴァキルーブラマナンダもケインズ経済学と構造主義開発経済学との

交錯の中で，彼等の賃金財モデルを考えついた（Vakil＆Brahmananda
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1956)。さらに彼らよりも－世代若いチャクラヴァルティは，本稿で紹介

した論文だけでなく，何度もこのテーマに取り組んでいる（Chakravarty

l985;Chakravartyl986;Chakravartyl988)(１６)。後年チャクラヴァルティ

は，「現時点から振り返ってみると，５０年代中葉のインドの発展モデルは

おそらくルイス・モデルの変形とみなされる」（Chakravartyl987,pl4）

とマハラノビス時代を回顧している。こうした問題認識の場の設定が，独

立後インド経済思想の基軸となったのである。

《注》

（１）ラオの古希記念論文集がインド成長研究所によって（Rao＆Joshieds

l979)，また80歳記念論文集がインド社会経済変動研究所によって（Nadkarni，

Seetharamu＆Azizedsl991)，それぞれ出版されている。ラオの幅広い人

脈を示すものである。前者には，AKDasgupta（JawaharlalNehruUni‐

versity，NewDelhi)，BNGanguli（UniversityofDelhi)，Sukhamoy 

Chakravarty（UniversityofDelhi),PRBrahmananda（BombayUni‐ 

versity),ＫＮＲａｊ（CentreforDevelopmentStudies,Trivandrum),Ｍ・

Mukherjee(CentrefortheStudyofSocialSciences,Calcutta),Ｐ・ＮＤｈａｒ

（UnitedNations,NewYork),JNSinha（InstituteofEconomicGrowth， 

Delhi),CHHanumanthaRao(InstituteofEconomicGrowth,Delhi),Ｖ、

Ｍ・Ｒａｏ（InstituteofSocialandEconomicChange，Bangalore)，RJ

Chelliar（NationallnstituteofPublicFinanceandPolicy,NewDelhi)， 

ＲａｔｏＲａｍ（IllinoiStateUniversity,ＵＳＡ)，AshokMitra（Jawaharlal 

NehruUniversity，NewDelhi)，ＰＢＤｅｓａｉ（InstituteofEconomic 

Growth，Delhi)，ＳＣＧｕｌａｔｉ（InstituteofEconomicGrowth，Delhi)， 

AshishBose（InsituteofEconomicGrowthPelhi),RasheeduddinKhan 

（JawaharlalNehruUniversity,NewDelhi),ＴＮＭａｄａｎ（IndianCouncil 

ofSocialScienceResearch,NewDelhi)，Ｊ・Ｐ､Ｎａｉｋ（IndianInstituteof

Education，Ｐune)，Ｐ､CJoshi（InstituteofEconomicGrowth，Delhi)， 

RamkrishnaMukherjee（IndianStatisticallnstitute,Calcutta）のほか外

国からもJanTinbergen（TheHague,Netherlands),ＨＷＳｉｎｇｅｒ（Insti‐

tuteofDevelopmentStudies,SussexPK),ColinClark（Universityof 

Queensland,Australia),TheodoreWSchultz（UniversityofChicago， 

ＵＳＡ）が論文を寄せている（職名は当時のもの)。また後者には，Malcolm
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Adiseshiah（MadraslnstituteofDevelopmentStudies,Madras)，ＹＫ 

Ａｌａｇｈ（SardarPatellnstituteofEconomicandSocialResearch， 

Ahmedabad)，AbdulAziz（InstituteforSocialandEconomicChange， 

Bangalore),ＧＳＢｈａｌｌａ（CentreforStudyofRegionalDevelopment， 

NewDelhi),TRSatishChandran（InstituteforSocialandEconomic 

Change,Bangalore),ＭＬＤａｎｔｗａｌａ（UniversityofBombay),Ｍ・Ｓ・Ｇｏｒｅ

(TatalnstituteofSocialSciences,Bombay),NRInamdar（University 

ofPoona)，SIndrakant（CentreforEconomicandSocialStudies， 

Hyderabad)，ＬＣ・Jain（PlanningCommission)，SKulkarni（Interna‐

tionallnstituteforPopulationSciencesBombay),Ｃ,Ｔ・Kurien（Madras

lnstituteofDevelopmentStudies),Ｄ・TLakdawala(CentreforMonitor‐

inglndianEconomy,Bombay),Ｍ､VNadkarni（InstituteforSocialand 

EconomicChange，Bangalore)，DMNanjundappa（UGCProfessor 

Emeritus),Narayana（BangaloreUniversity),Ｔ､Ｋ､Ｏｏｍｍｅｎ（Jawaharlal 

NehruUniversity),SParasuraman（InternationallnstituteforPopula‐ 

tionSciences,Bombay)，RRadhakrishna（CentreforEconomicand 

SocialStudies,Hyderabad),Ｃ､HHanumanthaRao（InstituteofEco‐ 

nomicGrowth),ＡｍａｌＲａｙ（InstituteforSocialandEconomicChange， 

Bangalore),Ａ､Ｋ,Ｎ､Reddy（IndianlnstituteofScience,Bangalore),Ａ､S 

Seetharamu（InstituteforSocialandEconomicChange，Bangalore)， 

SureshShukla（CentrallnstituteofEducation，Delhi)，KSrinivasan 

(InternationallnstituteforPopulationStudies,Bombay),ＧＴｈｉｍｍａｉａｈ 

(GovernmentofKarnataka),DSTyagi（AgriculturalCostsandPrices 

Commission,NewDelhi）が論文を寄せている。またデリー大学経済学部

(DSE）の思い出を集めた“D・School”（Kumar＆Mookherjeeeds､1995）

には，デリー大学時代のラオに関するエピソードがいくつか掲載されている。

またキラン・ミシュラによるラオの伝記がある（Mishral996)。

ラオの著作一覧は，Ｒａｏ＆Joshiedl979;Nadkarni,Seetharamu＆Aziz

edsl991;Mishral996，のそれぞれの巻末を参照。

ラオの家系はカンナダ語を母語とする南インドのバラモンである。しかし

幼年期から少年期にかけてのラオー家は赤貧状態にあった。ラオの父親はマ

ドラスで政府の役人をしていた。しかし彼の最初の妻との間にできた娘の連

れ合い（彼にとっての義理の息子）が死亡し，娘が処女のまま寡婦となった

ことに大きな衝撃を受け，政府役人を辞職し，二番目に結婚した母親と子供

たちを置き去りにしてほぼ二年間巡礼（放浪）の旅にでた（Mishra996，

(２） 

(３） 
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ｐｐｘｉｖ)。その後父親は職を求めてボンベイに移り住み，占星術によって所

得を得ていたが，まもなく家族をボンベイに呼び，ようやく家族は合間見え

ることになった。ラオが七歳の時である。父親は，子供たちの中で「家族の

運命を変える」可能性が最も高いラオを最重要視した。ラオは貧しい生活の

中にありながらも，家族の中で「優先的な栄養」を得ることができた（Rao

l999)。

（４）その後ＤＳＥは60年代に「黄金時代」を迎えることになった。Ｋ・ＮＲａｊ，

AmartyaSen，SukhamoyChakravarty，JagdishBhagwati，Tapan 

Raychaudhuri,1.Ｇ.Patel等の「きら星」のごときエコノミストに加えて，

Ｍ､Ｎ､Srinivas,AndreBeteille等の国際的な社会学者が結集したためであ

る。ラオの夢が実現したのである。しかしこの「黄金時代」は７０年代に入

ると，大半の有名教授がＤＳＥを去ることによって，過去のものとなった

（Pattanaikl995;Patnaikl995)。

（５）ガンジーの経済思想について，ラオは「彼（ガンジー）は経済学と倫理学

とを一体化していた」と評価している（Raol970,ｐ４)。とくにラオは，

ガンジーの主張した「自らの肉体労働によって食を得る（"breadlabour，')」

（P､12）という理念を高く評価している。明らかにこのアイデアは「額に汗

することなく食うべからず」というパウロの労働倫理に起因するものである。

（６）国際機関が始めて「ベーシック・ニーズの充足」という概念を正式に取り

込んだのは，国際労働機関（ILO）が1976年に開催した「世界雇用会議」

でのことである（ILO，１９７６；絵所1997,pplO4-106)。

（７）センは経済学の２側面一「倫理学」的側面と「工学的」側面一を指摘した。

そして新古典派経済学は後者の面だけを極端に発達させる一方で，倫理学的

側面の発達が大きく遅れていることを指摘した。

（８）「悲しむべき満足」という表現は，ラオの後年の著作でも使われている。

「絶望的にまで貧しく，そうした状態から抜け出す希望がまったくない人は，

運命的な悲観主義的態度を発展させ，ある有名な政治家がかつてインドの状

況を「悲しむべき満足』と呼んだ状態に陥ってしまう」（Raol971b,ｐｐ９０－

９１)。後年，効用理論を批判するにあたってセンが用いたのは，まさしくラ

オのこの発想である。「極貧から施しを求める境遇に落ちたもの，かろうじ

て生延びてはいるものの身を守るすべのない土地なし労働者，昼夜暇なく働

き詰めで過労の召使い，抑圧と隷従に馴れその役割と運命に妥協している妻，

こういったひとびとはすべてそれぞれの苦境を甘受するようになりがちであ

る。かれらの窮状は平穏無事に生延びるために必要な忍耐力によって抑圧さ

れ覆い隠されて，（欲望充足と幸福に反映される）効用のものさしには，そ
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の姿をあらわさないのである」（Senl985,ｐ､15)。

（９）シュルツによると，「自分自身に投資することによって，人々は自らが利

用できる選択の幅を拡大することができる」のであり，また人的資本の成長

がなければ「財産所得がある人を別にすると，厳しい肉体労働と貧困だけ」

が残ることになる（Schultsl961)。シュルツにも理想主義の精神が流れて

いることは明らかであろう。シュルツとラオの決定的な相違は，シュルッが

新古典派経済学の暗黙の前提を受け入れてアトミズム的アプローチを採用し

たのに対し，ラオはこうした知の枠組みを前提していない点である。

(10）こうした理想主義は，彼の生涯を通じて垣間見ることができる。７１に出

版された『価値と経済発展:インドの挑戦』（Raol971）もその典型である。

「開発は経済成長過程および国民所得の増加よりはるかに大きなものである。

実際それは全体的に新しい社会の創造に導く社会過程と倫理的価値の一部で

ある。われわれが望んでいるものは総合的な人間開発という見方である。そ

こでは変数は経済的なものだけでなく，社会的，倫理的，政治的，また霊的

や価値志向的なものでないにしても心理的なものであり，最終的に生み出さ

れるものはより良いまたより充足した人間である」（ｐ47)。

(11）しかしボンベイ大学教授のブラマナンダの評価によると，「1950年代から

６０年代にかけて彼（ラオ）は強力な重工業優先論者であった。しかし７０年

代後半から８０年代にかけて農業と農村開発にかなり優先度を与えるように

なった。彼はますます都市と農村の格差の拡大を気にかけるようになった」

（citedin,Mishral995,ｐ､101)。ブラマナンダの評価が正しいとすると，本

文で紹介した論文から得られる結論とはまったく異なった態度である。

(12）ガングーリは1902年生まれ。ラオよりも６歳年長である。５１年にＤＳＥ

の国際貿易担当教授になった。主著に，肋djZzIsEco"o〃c彫Jatjo"szp肋t"ｅ

ＦｃｚγEUs花、α"aHzci/HcCo""姉csi〃t/zeBnese"tＣｅ"〃ｱツ（Bombay:Orient

Longman,1956),Ｄａｄａ６ｈａｊＭｚｏ〃jα"ｄ仇ｅＤｍｊ〃Ｔ/Zeo7qy（London:Asia

PublishingHouse,1965）などがある。「生まれながらに自然を愛し」てや

まない，協調心に溢れ協力を惜しまない温厚な人柄であった（Rajl995)。

ダールは，「ラオとガングーリほど（性格の）異なった二人の人間はいなかっ

たであろう」と回顧している（Dharl995)。

(13）チャクラヴァルティが同時期に発表した今や「インド経済論の古典」と呼

ぶことのできる論文では，「需要不足」すなわち「狭陸な市場」という観点

からインド経済の分析が行われている（Chakravartyl979b)。また開発経

済学者としてのカレッキの意義を論じた論文では，「食糧価格高騰の利益が

豊かな農民だけに帰属し，独占度が増加する」ような発展途上国では，「需



独立後インドの経済思想(3) 6９ 

要不足」と「インフレーション」が同時発生する可能性があると論じている

（Chakravartyl993b)。

(14）ラオのケンブリッジ仲間であるシンガーは，次のように評価している。

「インドの開発計画は，ラオやマハラノビスのフィルターを通して，当初か

らケインジアン的なマクロ経済学の概念によって鼓舞されたものであった。…

ラオやマハラノビスはケインジアン的な処方篭のうち半分だけを受け入れた。

すなわちマクロ経済マネジメントという面である。（しかし）あと半分のミ

クロ経済面での自由化は受け入れなかった。…ラオもマハラノビスもケイン

ジアンが（前提していた）ミクロ経済面での自由主義という考えは，インド

の条件下では限られた妥当性しかないことによく気づいていた」（Singer

l985)。

(15）ダスグプタの経歴については，Byresl998a,ｐｐ､31-35,参照。またヴァ

キルーブラマナンダの賃金財モデルに対するダスグプタの批判については，

絵所1999b，を参照されたい。

(16）チャクラヴァルティ自身はカレツキ（Ｍ・Kalecki）やカルドア（N

Kaldor）を始めとするポスト・ケインジアンの分析に最も大きく惹きつけ

られていた（Chakravartyl986;Chakravartyl989;Chakravartyl993b)。
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